
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度事業報告書

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 事業の成果

本年度はコロナ感染症拡大防止のための制限がすべて解除され、人々の社会的な交流が活発化。当法

でも全面的な対面による研修交流会を再開した。企業等における不祥事や事件が頻発するなかで危機管

に関する関心も高く研修交流会の参加者がコロナ以前よりも増えた。また企業のトップを対象とした危

管理研修についての講師派遣依頼も多かった。広報の重要性があらためて高まるなか、各方面から当法
への加入の問い合わせも数多くあった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
実施しなかった。

事業費の

金額

(千円)

施

所
実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

施

時

実

日
事業名 事 業 内 容

3名会員はじめ

不特定多数
随時 東京 /法 人事

務所

ホームページ等を通じて当法

人について広く紹介した。普及・啓発

事業

会員はじめ、
広報関係に従

事する者など

約666名

97

822東京 /主婦会
館・アルカデ

ィア市ヶ谷・

グラン ドハイ
アット東京

愛媛/ANAク ラ

ウンプラザホ

テル松山

21名4/24

7/26

10/3

11/9

12/4

教育研修事業
東京、四国等の会員を対象に|

研修交流会を行った。    |

21210名 大学の先生職

員など103名
6/19

7/25

2/20

9/21

10/19

12/1

東京都内で依

頼先が指定し

た場所
講師派遣事業

企業・大学等からの要請によ

り、対面による危機管理広報
の研修会に講師を派遣した。

企 業 や 自治

体、学校など

の広報担当者

など約100名

〈
υ法人事務所翔

相談者の事業

所など

2名会員企業・学校・自治体・病

院などの広報対応やマスコミ

の取材対応に関する相談を受

けた。

年間を通 じ

て随時
相談事業

従事者
の人数
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書式第13号 (法第28条関係)

令和5年度活動計算書 (その他事業がない場合)

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人広報駆け込み寺
(単位 :円 )

科
口
Ｈ 金 額

入 の

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
2 事業収益
(1)教育研修事業収益
(2)講師派遣事業収益
(3)相談事業収益
3 補助金等
地方公共団体補助金
民間助成金
4 寄付金
5 その他収益
受取利息
その他
経常収益計
経常費用
1 事業費
(1)普及・啓発事業費
封筒,はがき,作製費
ホームページ・更新費
サーバー管理費
(2)教育研修事業費
通信・運搬費
交流会会場
研修打合せ費
講師謝金
旅費交通費
情報収集活動費
小人数ゼミ会場・懇親会費
雑費
(3)講師派遣事業費
旅費交通費
講師謝金
研修準備費
(4)その他
事業費合計
2 管理費
役員報酬
給与手当
通勤定期
家賃・管理費
会議費 (理事会・総会等)
新聞図書費
消耗品費(複合機リース代含む)

通信運搬費
交通費
諸会費
雑費(支払手数料等)

管理費合計
経常費用合計

当期経常増減額

4,249,340
6 860 000 11 109 340

3,241,074
330,000

3 571 074

165
Ａ

〉

14 680 579

Ⅱ

616
600
429 970 645

90,430
5,680,129
417,065
167,056
205,637
1,135,485
523,320
8 580 8 227 702

0

212,483
0 212 483

9 410 830

668,

2,672,

580,

1,616,

51,

540,

319,

159,

21,

40,

220
880
560
980
508
006
754
761

700
000
43537

16 119 634
-1,439,055

皿

　

Ⅳ

常外収益
経常外収益計
経常外費用
経常外費用計

当期正味財産増加額

前期繰越正味財産額

当期正味財産合計

-1,439,055

19 801 184
(又は減少額)

6 708 804

18,362,129



書式第15号 (法28条関係)

令和5年度貸借対照表

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

令和 6年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

18,362,129

18,362,129

18,362,129

18,362,129

19,801,184

-1,439,055

18,362,129



書式第16号 (法第28条関係)

令和 5年度計算書類の注記

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(6)消 費税等の会計処理
税込処理

2.事 業別損益の状況
(単

内容 金額 算定方法

合計管理部門講師派遣事業 事業部門計教育研修事業普及啓発事業科 日

11,109,340

3,571,074
165

11,109,340

165
330,000 3,571,0743,241,074

14,680,57911,109,505330,000 3,571,0743,241,074

3,341,100 3,341,1∞

12,778,5343,367,704212,483 9,410,8308,227,702970,645
16 119 6346 國口 回□212,483 9,410」 旦308,227,702970,645

4,400,701 △  1,439,055△ 5,839,756回ロロロ□ ∝圏 匝圏△ 970,645

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(|)人件費
給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 曖EE田国四■■函園□
■罰国回■

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

1



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

円

(単位 :

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

8

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 備考

■
―
〓
一
ロ
〈
ロ

減少 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済期首残高 当期借入科 目

合計

内役員及び近
親者との取引

科 目
計算書類に計
上された金額

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第17号 (法 28条関係)

令和5年度財産目録

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

令和 6年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

りそな銀行・愛媛銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

預り金

流 動 負
2 固定負債
長期借入金

↓
―

〈
ロ

債

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

18,362,129

18,362,129

18,362,129

18,362,129



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報目の有摯を記載した名簿 )

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
ゴ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

ミスミセツオ

三隅説夫

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

2 巨憂]・ 監事
イケダヤスシ

池田泰士

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

3 睡 ]・ 監事

ノムラヒデキ

野村秀樹

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

4 睡憂]・ 監事

ナ
令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

D 巨ヨ・監事

ナガノカオリ

長野 香

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

6 巨ヨ・監事

ツキオカジュン

月岡 純

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

7 巨憂]・ 監事

イシヤワカコ

石谷和佳子

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

8 理事・[:ヨ

クサカシュウイチ

日下修一

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

巨ヨ・監事

中村弘子



書式第 4号 (法第10条 。第28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

氏    名

1 三隅説夫

2 池田泰士

3 鏑木良子

4
森ビル0
特任執行役員広報室長
野村秀樹

5
あいおいニッセイ同和
損害保険田

広報部長 石谷和佳子

6 い JTB
広報室長 中村弘子

7
学校法人 立教学院

広報室長 長野 香

8
明和證券い

代表取締役社長

小林正浩

9 い伊藤園
広報部長 三好正記

10
い日本財託
執行役員広報室長
坂元寛和

11
腑フジテレビジョン

取締役秘書室長

石原正人

12
明治安田生命保険 (相 )

広報部長

山田克己


